
独立行政法人大学入試センターの平成１６年度に係る業務の実績に関する評価

①評価を通じて得られた法人の今後の課題
○大学入試センターは、全般的に見ると、平成１６年度計画をおおむね適切に履行したと評価できる。ただし、審議会で提
言されている「センター試験の年度内複数回実施」などの調査研究については、理事長主導のもと、より具体的な検討
がなされることを期待する。

○大学入試センター試験の実施に当たって、情報の機密保持とミスをしないことを高く求められる組織であるがゆえに、職
員がややもすると防御的意識を持ち、そのことが組織の構造や運営に消極的な影響を及ぼすおそれもある。それが、情
報公開や情報提供事業の制約となる場合もあり得ると考えられる。そうした情報の機密保持・ミスの回避という強い要請
と、国民へのサービス提供機関としての“開かれた経営”をどのように調和させるかについて一層の工夫を期待する。

○大学入試センター試験に関する喫緊の課題は、１８年１月のセンター試験で初めて実施される「英語リスニングテスト」
をいかに混乱なく、かつ利用者に受け容れられる内容と方法で実施するかである。そのためには、想定されるあらゆる
問題点への対処法を確立するとともに、事前の情報開示を最大限に行うことが必要不可欠である。リスニングテストは、
高等学校の英語教育にも大きな影響を与えるものであることにも留意し、できる限りの準備が尽くされることが強く望ま
れる。

②法人経営に関する意見
○我が国において入学者選抜を研究する唯一の公的機関として、国民から一層信頼され、かつその存在意義が理解され
るために、調査研究事業の成果及び情報提供事業の活用方策を検討し形にしていくことが重要な課題であるということ
を常に念頭に置き、今後の経営に当たることを期待する。

○今後も継続する１８歳人口の減少が大学入試センターの経営と業務に及ぼす可能性のある影響を的確に予測して、そ
れに対処する方策を企画、立案する必要がある。

○大学入試センターとして、今後どのような新規サービス（業務）への展開を考えるのか、あるいはどの業務を整理するの
かについて、明確なビジョンを持つことが必要である。

③特記事項（中期目標期間終了時の見直し作業、総務省からの指摘についての対応等）
○法科大学院適性試験に関しては、入学者選抜の機能に加えて、法科大学院において多様な入学者に対する効果的な
教育方法を工夫するのに役立つ情報となっているかを検証し、改善を積み重ねていく調査研究体制の確立に一層努力
することを期待する。

○情報提供事業については、大学や民間等との役割分担を明確にし、大学入試センターとして行うべき情報提供の内容
に厳選して取り組む方向で検討すべきである。

全体評価



項目別評価総表

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

　　　ⅱ 大学との緊密な連携による円滑な試験の実施状況 A A A

　(1) 組織の整備状況 A A A 　　　　ア 実施要領及び監督要領等の各種マニュアルの整備・見直し状況 A B A

　　① 事務組織の整備状況 A A A 　　　　イ 利用大学・高等学校等に対する試験実施上の留意点等周知徹底状況 A A A

　　② 研究組織の改組状況 A A A 　　　　ウ 新規利用大学等に対する試験実施体制等指導・調査状況 A A A

　　③ 各種委員会組織の改編状況 A A A 　　　　エ 身体障害者等に対する受験上の特別措置の実施状況 A A A

　(2) 管理運営業務の効率化状況 B B A A 　　　ⅲ 試験問題等の適切な管理・輸送実施状況 A A A

　　① 外部委託検討・実施状況 B A A A 　　　　ア 輸送要領等の各種マニュアルの整備・見直し状況 A A A

　　② 事務情報化等推進状況 B B A 　　　　イ 試験問題等管理・輸送体制確保状況 A A A

　　　ⅰ 事務情報化計画策定状況 B A B
　　　　ウ 利用大学等に対する試験問題等受領・返送・管理上の留意点等周知
　　　　　　徹底状況

A A A

　　　ⅱ 所内事務連絡等の比較的軽易な案件に係るペーパーレス化の実施状況 B B A 　　　　エ 新規利用大学等に対する試験問題等管理体制等指導・調査状況 A A A

　　③ 事務用データ等共有化計画策定状況 B B B B 　　　ⅳ 正確な成績処理・成績提供実施状況 A A A

　　④ 自己点検及び外部委員第三者評価実施状況 A B A B 　　　　ア 成績提供要領等の各種マニュアルの整備・見直し状況 A A A

　　⑤ 新規追加・拡充業務以外の経費削減率 B B A A
＋ 　　　　イ 電子計算機及び光学式マーク読取装置管理・運用状況 A A A

　　　　ウ 利用大学等に対する成績請求データ等作成の留意点等周知徹底状況 A A A

　(1) 大学センター試験の円滑で適切な実施状況 B A A A 　　　　エ 新規利用大学等に対する成績請求データ等の取扱い指導・調査状況 A A A

　　① 試験問題作成及び採点等の適切な実施状況 B A A A 　　　　オ 試験成績開示に係る成績開示処理システム開発状況 B A A

　　　ⅰ 良質な試験問題の作成状況 B A A 　　　　カ 試験成績の複数年度利用体制整備状況 A - - -

　　　　・ 得点調整対象科目間平均点差 B B B
　　② 審議会等において提言されている大学入学者選抜に関する様々な改善策
　　　　への適切な対応状況

B A A A

　　　　ア 試験問題作成要領等の整備・見直し状況 B A A 　　　ⅰ 新高等学校学習指導要領に対応した出題教科・科目等検討状況 A A A A

　　　　イ 分野別専門家の協力状況 A A A
　　　  （新高等学校学習指導要領に対応した出題教科・科目等中間的な方針の
　　　　　周知状況）

A - - -

　　　　ウ 緊急対応用試験問題の常備状況 A A A 　　　ⅱ 新規外国語出題科目「韓国語」の試験問題作成等状況 A - - -

　　　　エ 試験問題の点検組織整備状況 A A A 　　　ⅲ 外国語リスニングテスト実施方法等検討状況 A A A A

　　　　オ 大学教員等配置に係る必要経費の確保・配分状況 A A A
　　　ⅳ 総合問題の基本的考え方・出題範囲及び総合問題で測定可能な能力等の
　　　　　調査・研究状況

A A A A

　　　　カ 試験問題の第三者評価及び自己点検・評価実施状況 B A A 　　　ⅴ 試験の年度内複数回実施に係る関係機関等による検討把握状況 B B B B

　　　　　・ 試験問題５段階評価平均値 B A A

　　　　キ 教科書データベース検索システム開発・運用状況及び試験問題
　　　　　　データベース改善・運用状況

B A A

※当該中期目標期間の初年度から経年変化を記載。

A

A

A

１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置

A

A

A

項目名
中期目標期間中の評価の経年変化

※

項目名
中期目標期間中の評価の経年変化

※
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項目別評価総表

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

　(2) 大学の入学者選抜方法の改善に関する調査研究の実施状況 B A A A
　　　・進学情報サービス室での情報提供サービス実施・利用状況及び見直し
　　　　検討状況

B B A -

　　① 研究計画策定状況 B A A A 　(4) 管理・運営に関する情報及び事業等の情報等の積極的な公開状況 B A A A

　　② 国等の施策への反映状況（平成14年度については、法科大学院適性試験
　　　　の調査研究を含む）

B A A A 　　① 法令で定められた財務諸表等の情報公開実施状況 B B B B

　　③ 大学の入学者選抜方法への反映状況 B A A A 　　② 管理・運営及び事業等の情報の公開状況 B A A

　　④ 試験問題作成等支援のための調査研究状況 B A A A 　　　・ホームページでの情報公開状況 B A A

　　⑤ 競争的資金（科学研究費補助金を含む）導入状況 B A A A 　　　・報道機関等への情報提供状況 B A A

　　⑥ 研究成果の公表状況 A A A A 　　　・志願者・報道機関・受験産業等による質問等への対応状況 B A A

　　⑦ 自己点検・評価の実施状況 B A A A

　(2’) 法科大学院適性試験の実証的調査研究の実施状況 - - A 　(1) 施設・設備に関する計画の策定 - - - -

　　ⅰ 適性試験の試験問題作成に関する調査研究の実施状況 - - A 　(2) 人事に関する計画の策定・実施状況等 B B B

　　ⅱ 適性試験の成績処理及び成績提供についての調査研究の実施状況 - - A 　　① 人事基本計画策定・実施状況 B B B

　　ⅲ 適性試験の得点通知状況 - - A 　　② 人事管理状況 B B B

　　ⅳ 適性試験の実施結果分析、法科大学院に対する結果の提供及び外部公表
　　　　状況

- - A

　　ⅴ 適性試験の円滑な実施方法の調査研究の実施状況 - - A

　　ⅵ 適性試験の全体を通した実証的調査研究の実施状況 - - A

　(3) 大学に進学を志望する者に対する有用な大学進学情報の提供状況 A A A B

　　① 大学進学志望者の進路選択に有用なハートシステムの構築状況 A A A

　　　ⅰ ハートシステムへの年間アクセス件数 A A A

　　　ⅱ ハートシステム利用者の意見・要望等反映状況 A A A

      ⅲ ハートシステムの満足度 A A A

　　② 印刷物等による効率的な大学進学情報提供事業実施状況 A A A A

　　③ 大学入学広報セミナー等実施状況 A A B -

　　④ 大学ガイダンスセミナー等実施状況 A A A B

　　⑤ 進学情報サービス室での情報提供状況 B B A -

　　　・進学情報サービス室での情報提供サービス満足度 A A A -

※当該中期目標期間の初年度から経年変化を記載。

項目名
中期目標期間中の評価の経年変化

※

項目名
中期目標期間中の評価の経年変化

※

A

B

A

B
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【参考資料１】予算、収支計画及び資金計画に対する実績の経年比較（過去５年分を記載）

区分 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 区分 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度
収入 支出
　運営費交付金 385 376 309 307 - 　業務経費 8,161 8,399 8,770 7,947 -
　施設整備費補助金 0 0 0 0 - 　　試験実施経費 7,673 8,012 7,762 7,393 -
　受託収入 0 0 0 0 - 　　大学進学情報経費 236 196 182 132 -
　検定料 9,551 9,576 9,313 9,031 - 　　説明会等経費 75 30 32 29 -
　成績提供手数料 522 562 566 551 - 　　入学者選抜方法改善研究経費 177 161 147 124 -
　成績開示提供手数料 0 296 306 302 - 　　適性試験経費 0 0 647 269 -
　適性試験受験料 0 0 393 240 - 　施設整備費 0 0 0 0 -
　その他 11 8 8 9 - 　受託経費 0 0 0 0 -

　一般管理費 2,051 1,948 1,941 2,063 -
　　人件費 1,031 917 932 962 -
　　物件費 1,020 1,031 1,009 1,101 -

　計 10,469 10,818 10,895 10,440 - 　計 10,212 10,347 10,711 10,010 -

区分 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 区分 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度
費用 収益
　経常費用 10,388 10,430 10,761 9,942 - 　運営費交付金収益 91 311 255 299 -
　　業務費 9,492 9,694 10,009 9,388 - 　手数料収入（業務収益） 10,073 10,435 10,579 10,124 -
　　一般管理費 780 591 624 486 - 　受託収入（業務外収益） 10 7 8 9 -
　　減価償却費 116 145 128 68 - 　寄付金収益 0 0 0 0 -
　財務費用 4 2 0 0 - 　資産見返負債戻入 115 143 126 63 -

　財務収益 1 0 0 0 -
　雑益 337 2 8 3 -

　臨時損失 2 33 3 1 - 　臨時利益 0 30 0 0 -

　計 10,394 10,465 10,764 9,943 - 　計 10,627 10,928 10,976 10,498 -
純利益 233 463 212 555 -
目的積立金取崩額 0 0 0 0 -
総利益 233 463 212 555 -

区分 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 区分 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度
資金支出 資金収入
　業務活動による支出 9,244 10,220 10,526 10,053 　業務活動による収入
　投資活動による支出 548 257 120 166 　　運営費交付金による収入 385 376 309 307
　財務活動による支出 820 810 0 0 　　自己事業収入 10,403 10,470 10,603 10,163
　翌年度への繰越金 997 1,837 2,103 2,354 　　その他の収入 1 0 0 0

　投資活動による収入 0 470 0 0
　　施設費による収入 0 0 0 0
　　その他の収入 0 0 0 0
　財務活動による収入 820 810 0 0
　前年度よりの繰越金 0 997 1,837 2,103

　計 11,609 13,124 12,749 12,573 　計 11,609 13,123 12,749 12,573

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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【参考資料２】貸借対照表の経年比較（過去５年分を記載）

区分 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 区分 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度
資産 負債
　流動資産 1,472 1,843 2,107 2,357 - 　流動負債 1,255 1,162 1,278 1,089 -
　固定資産 12,135 12,001 11,924 11,947 - 　固定負債 595 520 435 390 -

13,607 13,844 14,031 14,304 - 　負債合計 1,850 1,682 1,713 1,479 -
資本
　資本金 11,592 11,592 11,592 11,592 -
　資本剰余金 -68 -126 -181 -230 -
　利益剰余金 233 696 908 1,463 -
　（うち当期未処分利益） 233 463 212 555 -

　資本合計 11,757 12,162 12,319 12,825 -
　資産合計 13,607 13,844 14,031 14,304 - 負債資本合計 13,607 13,844 14,032 14,304 -

【参考資料３】利益（又は損失）の処分についての経年比較（過去５年分を記載）　（単位：百万円）
区分 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

Ⅰ　当期未処分利益
　当期総利益 233 463 212 555 -
　前期繰越欠損金 0 0 0 0 -

Ⅱ　利益処分額
　積立金 233 463 212 555 -
　独立行政法人通則法第４４条第３項により
　主務大臣の承認を受けた額 0 0 0 0 -
　　目的積立金

【参考資料４】人員の増減の経年比較（過去５年分を記載） （単位：人）
職種 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

役員 3 3 3 3
定年制研究職員 18 19 20 20
定年制事務職員 85 82 85 88

※　各年度３月３１日現在

（単位：百万円）
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